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オルタナティブスクール・フリースクールと学校教育の連携
―現状把握と活動状況との関連の分析―
藤　根　雅　之
1 ．問題設定
　本稿の目的は、フリースクール等をはじめと
するオルタナティブスクールと公教育機関との
連携について、その現状の把握と、それとオル
タナティブスクールの活動状況との関連を分析
することである。
　「義務教育の段階における普通教育に相当す
る教育の機会の確保等に関する法律」（通称「教
育機会確保法」以下この表記とする）が2016年
12月に成立し、不登校への対応をめぐって学校
以外の場の多様な学習活動の重要性が文言化さ
れ、それらと学校教育との連携の必要性が述べ
られている。「教育機会確保法」成立以前から、
1992年の文部省通知において、民間施設での活
動日数の指導要録上の出席扱いや実習用通学定
期乗車券の適用が認められているが、その実施
については各自治体や児童生徒の学籍がある学
校の校長裁量
（1）
に任せられている状況であり、
本格的な連携にはまだ課題が山積みといってよ
い。現在、「教育機会確保法」を契機として、
連携の充実がどの程度すすむのかどうかが問わ
れている。
　フリースクールと学校教育の連携事例を分析
した研究も近年盛んになっている。本山（2014）
と山田（2017）はそれぞれ「神奈川県学校・フ
リースクール等連携協議会」の設立過程を分析
している。当協議会は官民が協働で行う不登校
対策の先駆的な事例として注目を浴びている。
本山と山田のそれぞれの分析によると、フリー
スクールの側と教育委員会の側との間の意見や
つながりの橋渡しをした「境界接続者」の存在
により、両者の間に共通の認識が形成され、協
議会の設立に展開したと整理できる。藤村
（2017）は、フリースクールの活動とインフォ
ーマルにつながる学校の教師が調整役となり、
連携して不登校児童生徒への支援がなされると
いう事例を捉えている。
　このような状況において、オルタナティブス
クール特にフリースクールと称する/称される
活動が変容してきたとの指摘がある。武井
（2016）は、学校や行政機関と連携するように
なったフリースクールの活動について、公費の
補助や公的な認証を得ることにより、困難な家
庭環境にある子の受け入れが増加し、実践やス
タッフに求められる専門性が変化していると分
析する。斎藤・吉森（2017）は、いくつかのフ
リースクールの実践者への聞き取り調査から、
フリースクールの学校教育に対する姿勢が、
「対立期」から「対話期」へ変化したと分析する。
「過度な受験競争」「暗記中心の学力査定」「偏差
値による学校のカースト化」といった学校教育
の非人道性を批判してきた過去と比べ、その問
題意識はある程度継続しながらも、不登校児の
心理的要因だけでなく貧困などの社会的要因へ
の対応が必要と考えられ、学校教育も含めて地
域の様々なアクターとの連携の必要性がフリー
スクールの実践者から語られている。しかしそ
の一方で、フリースクールの側は公教育との連
携をあくまで戦略的に活用しているとの分析も
ある。井上（2013）は、技能連携校として通信
制高校と連携するフリースクールでのフィール
ドワークから、教科に関する学習活動を行いな
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がらも、子どもたち自身の価値観の変容や自分
らしさを発揮するという側面へ注目しそれらを
肯定的に評価することで、学習活動を「フリー
スクールらしさ」に回収していくフリースクー
ル実践者の戦略的な実践を明らかにした。
　しかしながら、これら先行研究は、フリース
クール等のオルタナティブスクールと学校教育
の連携が進んでいるという前提で議論がなされ
ている。果たしてその前提は妥当なのだろう
か。先述したように、確かに1992年から出席日
数の認定や実習用通学定期乗車券の適用は制度
上認められる道筋が開かれている。ではなぜそ
れから20年以上経った後に、オルタナティブス
クールの実践者を中心に「教育機会確保法」の
立法につながる運動が起こったのであろうか
（2）
。
連携が十分に進んでいれば、わざわざ立法活動
などする必要が無いだろう。もちろん、全く連
携がなされていないと言い切ることもできな
い。ここで必要なことは、実証的なデータに基
づいて議論を組み立てることであろう。また、
オルタナティブスクールが学校教育に接近して
いるという先行研究の指摘についても検証が必
要である。
　本稿は、全国のオルタナティブスクールを対
象とした質問紙調査を用いて、学校教育や教育
行政機関との連携の現状を明らかにする。そし
て、その連携の程度とオルタナティブスクール
の活動状況の関連について分析する。
　「連携」の定義について補足しておく。「連携」
という言葉は、昨今の教育行政のみならず様々
な制度や実践においてまたそれらを跨ぐ形で、
もはや一般的に使われている。本稿の問題関心
もそのような状況から立ち上がったものである
が、「連携」の定義についてはまだ十分に議論
が蓄積されているとは言い難い。「教育機会確
保法」においても「連携」の定義はなされてい
ない。2017年 3 月に出された文部科学省通知「不
登校児童生徒による学校以外の場での学習等に
対する支援の充実について」でも「連携」とい
う言葉は11回出てくるが、その定義は無い。医
療・保険・福祉の複合領域における「連携」の
概念を検討した山中（2003）は、論者によって
定義に幅があることを指摘している。また本稿
の問題関心は公教育行政とオルタナティブスク
ールという官民の連携であるが、政策科学の領
域においては官民の協力関係は「協働」という
言葉で分析されており、「協働」という言葉に
も一義的な定義が得られていないと指摘されて
い る（ 坂 本 2013 pp.68-69、 小 田 切 2014 
pp.17-25）。そのような定義の問題を抱えた概
念を実証研究に用いる際には、定義を広く取り
様々な形態や性質の現象を包括的に把握するこ
とが重要であるとされる（坂本 2013 p.69）。
本稿もその観点を採用し、公教育行政とフリー
スクール等のオルタナティブスクールの「連携」
を「それぞれのアクターが教育を受ける権利の
保障のために協力する行為」と広く定義してお
く。その上で連携を実証研究するにあたって、
連携のプロセスに焦点を当てることと、連携の
結果に焦点を当てることとが考えられる。本稿
の分析では、連携のプロセスが踏まれているか
の変数としてオルタナティブスクールと一条校
教職員とのつながりならびに行政との関係を設
定する。連携の結果が出ているかの変数とし
て、一人の子どもの教育を受ける権利が制度上
保障されているかを示す在籍校
（3）
での出席日数
の認定や、必要な費用が補助されているかを示
す実習用通学定期券の認定などの、在籍校から
の子どもへの対応状況を設定する。出席認定と
通学定期認定は連携と呼ぶのにふさわしくない
と考えられるかもしれないが、オルタナティブ
スクールを利用する子ども若者ならびにその保
護者にとって現実的な問題となる事柄であり、
運営・実践者にとってもこれまで公教育行政と
の関係の上で大きなトピックとして扱われてき
た事柄である
（4）
。そのため連携の結果を示す変
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数として採用することは妥当であり意義がある
と考える。
　以下、第 2 節で調査の方法を説明し、第 3 節
で得られた結果を分析する。まず回答したオル
タナティブスクールの活動状況を概観し、次に
学校教育や教育行政との連携の状況を把握す
る。そしてオルタナティブスクールの活動状況
と連携の程度の関連を分析する。第 4 節で考察
を加え、最後に第 5 節でまとめと今後の課題を
述べる。
2 ．方法
　下記表 1 のネットワーク団体に加盟する組織
及び関連サイトや関連図書に記載されている組
織をもとに質問紙送付先リストを作成し、イン
ターネットのホームページ情報により補足した。
　重複を踏まえ、最終的に511校を対象とし、
郵送・自記式の質問紙を送付し、活動や運営に
ついて詳しく把握している人に回答を依頼し
た。調査の時期は2018年 6 月下旬～ 7 月である。
　活動停止あるいは回答拒否の表明が 3 件あ
り、回収率は24.8％（126/508）である。
　主な質問内容は、活動の概要、スタッフの状
況、年齢段階と性別ごとの利用者の人数、義務
教育年齢の利用者の在籍校との関係、「学校復
帰」や「進学」に対する活動のスタンス、活動
内容の学習指導要領への対応の状況、行政との
連携の状況である。
　調査対象の選定について補足しておく。「オ
ルタナティブスクール」は「主流の学校」に対
置 さ れ る 相 対 的 な 概 念 で あ る た め（ 永 田 
2005）、その定義に幅や揺れが生じる。また、
操作的に定義をしても、包括しているリストが
存在しないため全数を把握することが不可能で
ある。そのため、先行研究においても本調査に
おいても、なるべく多くのオルタナティブスク
ールやフリースクールと呼ばれる／呼ばれうる
活動が把握されているであろう情報誌やネット
ワーク団体の情報から暫定的に調査対象をリス
トアップするという方法をとることになる（菊
地・永田 2000、小桐間 2016、藤根・橋本 
2016、など）。したがって本調査で用いるデー
タは無作為抽出されたものではない。分析にお
いてクロス集計や相関分析を行うが、以上の理
由により母集団が特定できず無作為抽出ではな
いため、統計的な検定は意味をなさず、本稿で
は行わない。本稿の分析はあくまで回答のあっ
たオルタナティブスクールの傾向を記述するも
のであり、全国全てのオルタナティブスクール
の傾向を推計するものではないということを断
っておく。しかしこれまで先行研究では個々の
ケースについての議論がなされてきたことを踏
まえると、ある程度に限られてはいるがそれら
を比較検討する一材料を提示できる点において
表 1　送付先リスト作成時の参照ネットワーク及び参照文献
ネットワーク団体 NPO法人フリースクール全国ネットワーク
NPO法人日本フリースクール協会
デモクラティックスクールネット
日本シュタイナー学校協会
ふりー！すくーりんぐ
NPO法人北海道フリースクール等ネットワーク
ふくおかフリースクールフレンドシップ協議会
神奈川県学校・フリースクール等連絡協議会
関連図書・冊子 『全国フリースクールガイド2018～2019年度版小中高・不登校生の居場所探し』
『不登校のためのハンドブック2018』
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本研究の意義を見いだすことができると考える。
3 ．結果
3.1. 回答が得られたオルタナティブスクール
の状況
3.1.1. オルタナティブスクールの活動状況
　回答が得られたオルタナティブスクールの活
動の自己定義の内訳を表 2 に示す。「その他」
には「オルタナティブスクール」「無認可学校」
「引きこもり自立支援」「自然学校」「コンサルテ
ィング」などの自己定義が含まれる。
　週の活動日数と週の活動時間数を表 3 と表 4
に示す。週 5 日以上活動するところが67.5％あ
り平日は開設しているところが多い。 1 日に 8
時間以上活動するところは30.4％であり、一般
的な一条校と比べて活動時間は短い傾向にある。
　活動の理念を「学校復帰」と「進学」に関す
るスタンスから分類したのが表 5 である。「学
校復帰を指導」するというスタンスのオルタナ
ティブスクールは他の 2 カテゴリと比べて非常
に少ない。しかしだからといって多くが「学校
復帰」を否定しているのではなく、利用者の希
望に応じて支援するところと「学校復帰」にと
らわれずに活動するところが同数である。「進
学」に関することを見ると、「本人が希望すれ
ば進学できるよう支援」するところが最も多い。
3.1.2. 利用者の状況
　回答が得られたオルタナティブスクールに通
う利用者数の要約を表 6 に示す。利用者数の合
計は約3,000人、そのうち義務教育年齢の合計
人数は約1,800人である。また表 6 には各オル
タナティブスクールに通う人数の平均値、中央
値、標準偏差を記している。合計人数の平均値
と中央値がある程度離れているのは、100人を
超えるところが 4 校ありそのうち 1 校が200人
を超えていることが要因である。またその一方
0 人のところが 4 校ある。
3.1.3. スタッフの状況
　勤務するスタッフ（教員や職員と呼ばれてい
るところもあるが、本稿では「スタッフ」と表
記する）の人数を要約したのが表 7 である。回
答が得られたオルタナティブスクールで給料を
得て勤務するスタッフが730人、そのうち「常
勤」として勤務するのが315人である。
　また表 7 には、有給常勤スタッフ、有給常勤
非常勤スタッフ、ボランティアも含めたスタッ
フ全員それぞれ 1 人あたりの利用者の人数の要
約も記す。平均値を見るとスタッフ全員に対し
て約 3 人、有給常勤に絞ってみると約10人とな
っており、一条校
（5）
（小学校15.4人、中学校
13.3人）
（6）
と比べて少ない。
表 2　活動の自己定義
校数（％）
フリースクール  73（ 57.9）
フリースペース・居場所  22（ 17.5）
シュタイナー学校  4（  3.2）
サポート校  4（  3.2）
デモクラティックスクール・サドベリースクール  11（  8.7）
塾   4（  3.2）
その他   8（  6.3）
合　　計 126（100.0）
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表 4　　 1日の活動時間
校数（％）
6 時間未満  31（ 24.8）
6 時間以上 8 時間未満  56（ 44.8）
8 時間以上  38（ 30.4）
合　　計 125（100.0）
表 3　週の活動日数
校数（％）
2 日  10（  7.9）
3 日  10（  7.9）
4 日  21（ 16.7）
5 日  66（ 52.4）
6 日  15（ 11.9）
7 日   4（  3.2）
合　計 126（100.0）
表 5　活動の理念
校数（％）
「学校復帰」に関するスタンス
学校復帰を指導   6（  4.8）
本人が希望すれば学校復帰を支援  58（ 46.0）
学校復帰にとらわれない活動  58（ 46.0）
合　計 122（100.0）
「進学」に関するスタンス
進学できるように指導  14（ 11.1）
本人が希望すれば進学できるよう支援  89（ 70.6）
進学にとらわれない活動  21（ 16.7）
合　　計 124（100.0）
表 6　利用者数の要約
1 校あたりの
合　計 平均値 中央値 標準偏差
利用者数 合計 3,015 23.93 14 32.92
男性 1,786 14.17  9 17.56
女性 1,229  9.75  5 16.40
義務教育年齢利用者数 合計 1,858 14.75  9 22.69
男性 1,071  8.50  6 11.40
女性   787  6.25  3 11.87
表 7　スタッフ数とスタッフ 1人あたりの利用者数の要約
1 校あたりの
合　計 平均値 中央値 標準偏差
人数
有給常勤スタッフ 315 2.50 2 3.02
有給非常勤スタッフ 415 3.29 1 5.32
ボランティアスタッフ 634 5.03 2 7.98
スタッフ 1 人あたりの利用者数
有給常勤スタッフ － 9.90 7 9.04
有給常勤非常勤スタッフ － 5.23 3.8 5.22
ボランティアも含む全スタッフ － 3.03 2 3.29
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3.1.4. 学習指導要領対応の状況
　表 8 は、各教科ごとの学習指導要領に対応す
る教育実践を行なっているオルタナティブスク
ールの校数と割合を示している。「指導要領対
応のカリキュラム作成」は、学習指導要領に従
う内容を「時間割を組んで実施した」あるいは
「利用者ごとに個別の指導計画を作成し実施し
た」と回答したオルタナティブスクールを計上
している。「指導要領対応の内容を個別対応」は、
時間割を組んだり指導計画を立ててはいない
が、学習指導要領に従う内容を「利用者の希望
に応じて柔軟に対応した」と回答したオルタナ
ティブスクールを計上している。
　教科ごとに見ると、主要とされる 5 教科（国
語、社会、算数数学、理科、英語）がそれ以外
の教科よりも学習指導要領に従った実践を行な
っている割合が高い。
　主要 5 教科と11教科のうち、学習指導要領に
従った教育実践を行なっている教科数で分類し
たのが表 9 である。表 8 の教科ごとに「指導要
領対応のカリキュラム作成」あるいは「指導要
領対応の内容を個別対応」に当てはまるスクー
ルを学習指導要領に対応しているスクールとみ
なした。主要 5 教科全てで学習指導要領に対応
するオルタナティブスクールは約35.7％であり
半数を切っている。11教科全てで学習指導要領
表 8　教科ごとの学習指導要領対応状況
国語 社会
算数
数学
理科 音楽
図工
美術
保健
体育
家庭 技術
外国語
（英語）
外国語
（英語以外）
指導要領対応の
カリキュラム作成
 19
（ 15.1）
 17
（ 13.5）
 24
（ 19.0）
17
（ 13.5）
  6
（  4.8）
  8
（  6.3）
  7
（  5.6）
  6
（  4.8）
  5
（  4.0）
 22
（ 17.5）
  2
（  1.6）
指導要領対応の
内容を個別対応
 36
（ 28.6）
 34
（ 27.0）
 42
（ 33.3）
 35
（ 27.8）
 14
（ 11.1）
17
（ 13.5）
 19
（ 15.1）
 18
（ 14.3）
14
（ 11.1）
 37
（ 29.4）
 10
（  7.9）
指導要領に対応せず
独自の教育を実施
 39
（ 31.0）
 36
（ 28.6）
 36
（ 28.6）
 35
（ 27.8）
 43
（ 34.1）
50
（ 39.7）
 46
（ 36.5）
 43
（ 34.1）
37
（ 29.4）
 39
（ 31.0）
 24
（ 19.0）
教科に関する活動は
実施せず
 32
（ 25.4）
 39
（ 31.0）
 24
（ 19.0）
 39
（ 31.0）
 63
（ 50.0）
 51
（40.5）
 54
（ 42.9）
 59
（ 46.8）
 70
（ 55.6）
 28
（ 22.2）
 90
（ 71.4）
合　　計
126
（100.0）
126
（100.0）
126
（100.0）
126
（100.0）
126
（100.0）
126
（100.0）
126
（100.0）
126
（100.0）
126
（100.0）
126
（100.0）
126
（100.0）
 校数（％）
表 9　学習指導要領対応教科数と教員免許保持スタッフの有無
校数（％）
学習指導要領対応教科数（主要 5 教科）
0  59（ 46.8）
1 ～ 4  22（ 17.5）
5  45（ 35.7）
合　計 126（100.0）
学習指導要領対応教科数（11教科）
0  59（ 46.8）
1 ～10  56（ 44.4）
11  11（  8.7）
合　計 126（100.0）
教員免許保持スタッフ有無
い　る  94（ 74.6）
いない  32（ 25.4）
合　計 126（100.0）
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に対応するところは8.7％であり少ないと言え
るだろう。学校教育とは異なった実践を目指す
ところもあるであろうし、また表 7 にあるよう
に 1 つのオルタナティブスクールで勤務するス
タッフはボランティアも含めて平均で約 5 人で
あるということも要因であると言えよう。
3.2. 連携の状況
3.2.1. 利用者への在籍校の対応
　回答があったオルタナティブスクールの義務
教育年齢の利用者のうち、在籍校から対応を受
けている人数の要約を示したのが表10である。
オルタナティブスクールでの活動が在籍校での
出席日数と認定された割合は、分母を義務教育
年齢の利用者全員とすると51.8％であり、分母
を在籍する一条校に出席認定を申請した人数
（認定された人数＋申請したが認定されなかっ
た人数）とすると92.3％となっている。オルタ
ナティブスクールに通うための実習用通学定期
券の適用が在籍校から認められている割合は
73.3％である
（7）
。在籍校から教科書を受け取っ
た割合（62.1％）と健康診断を受けた割合（14.3
％）は、質問紙に申請者数を明らかにする項目
を設定しなかったので分母は義務教育年齢の利
用者全員である。
　一方で、在籍校や教育委員会から保護者が、
子どもがオルタナティブスクールに通うこと
を、「就学義務違反」
（8）
であるという懸念を示さ
れたり指摘されたりした利用者の人数は回答が
得られた中で70人おり、義務教育年齢の利用者
全体の4.7％になる。
　以上が利用者単位でみた連携の状況である
が、各オルタナティブスクール内でどれほどの
割合の利用者に上記の対応がなされているかを
示したのが表11である。表の見方を説明する
と、利用者の 0 ％が在籍校から出席日数認定を
受けているオルタナティブスクールが25校
（21.7％）、利用者の 0 ％超50％以下が出席日数
表10　利用者への在籍校の対応状況
合計（人） 割合（％）＊ 割合（％）＊＊
在籍校で出席日数となった人数   964 51.8 92.3
実習用通学定期が適用された人数   317 － 73.3
教科書を受け取っている人数 1,154 61.2 －
在籍校で健康診断を受けた人数   267 14.3 －
就学義務違反と懸念・指摘された人数    70  4.7 －
＊分母義務教育年齢利用者数　＊＊分母申請者数　
表11　各オルタナティブスクールにおいて在籍校から対応を受けている利用者割合
0 ％
0 ％超
50％以下
50％超
100％以下
100％ 合計
出席日数認定人数割合＊ 25（21.7） 34（29.6） 24（20.9） 32（27.8） 115（100.0）
出席日数認定人数割合＊＊  7（ 7.3）  6（ 6.3） 16（16.7） 67（69.8）  96（100.0）
通学定期適用割合＊＊  9（15.8）  6（10.5） 10（17.5） 32（56.1）  57（100.0）
教科書受け取る割合＊ 30（26.1）  9（ 7.8） 15（13.0） 61（53.0） 115（100.0）
健康診断受けている割合＊ 64（55.7） 28（24.3）  8（ 7.0） 15（13.0） 115（100.0）
就学義務違反懸念・指摘利用者割合＊ 97（77.0） 16（12.7）  1（ 0.8）  1（ 0.8） 115（100.0）
＊分母義務教育年齢利用者数　＊＊分母申請者数 校数（％）
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認定を受けているオルタナティブスクールが34
校（29.6％）あると示している。ここで注目し
たいのは、 0 ％と100％（利用者全員が対応さ
れていないか逆に全員対応されていると回答し
たスクール）以外のスクールである。それぞれ
の項目において対応された利用者があるスクー
ル内で 0 ％超100％以下であるということは、
1 つのオルタナティブスクールの中に、一条校
から対応されている利用者とされていない利用
者が共存しているということを示している。す
なわち、同じ活動を同じ組織内で行なっていて
も、利用者の間で一条校からの諸々の対応が
「認められる」かどうかに差が生じているとい
うことである。
3.2.2. 一条校教職員とのつながり
　利用者の在籍校の教職員とオルタナティブス
クールのつながりを、情報のやり取りをした利
用者の割合から示したのが表12である。利用者
全てについて、オルタナティブスクールの方か
ら在籍校に「利用者が当該オルタナティブスク
ールを利用すること」を報告したスクールが
51.3％、「利用者の活動日数」を報告したスク
ールが34.8％である。その一方、利用者全てに
ついて一条校の方からオルタナティブスクール
への訪問があったスクールはわずか6.1％であ
る。双方からのやり取りが必要だと考えられ
る、定期的な連絡を取る利用者の割合は他の項
目と比べて偏りが小さいと言えるだろう。
　また表13は、教育行政とオルタナティブスク
ールのつながりを示している。人事交流につい
てたずねた 3 項目であるが、いずれも実施して
いるスクールは 3 割を切っており、活発になさ
れているとは言い難い。
3.2.3. 行政との関係
　行政との関係を、行政の事業等に参画してい
るかという観点から記したのが表14である。政
策策定レベルでの参画と考えられる「官民の連
携協議会への参加」を行なっているスクールが
29.4％であり、政策実施レベルでの参画と考え
られる「事業委託・指定管理者の受託」を行な
っているスクールが10.3％である。行政からの
財政支援については、「補助金・助成金の受託」
を行なっているスクールは27％、「公共施設利
用料の補助の受託」を行なっているスクールは
表12　各オルタナティブスクールにおける在籍校とのつながりのある利用者割合
0 ％
0 ％超
50％以下
5 ％超
100％以下
100％
利用を報告した利用者の割合 12（10.4） 16（13.9） 28（24.3） 59（51.3）
在籍校教職員が訪問した利用者の割合 31（27.0） 61（53.0） 16（13.9） 7 （6.1）
在籍校に活動参加日数を報告した利用者の割合 20（17.4） 30（26.1） 25（21.7） 40（34.8）
在籍校定期的に連絡を取った利用者の割合 24（20.9） 40（34.8） 18（15.7） 33（28.7）
 校数（％）
表13　教育行政とのつながりの状況
校数（％）
教育委員会の研修への講師とし
ての参加
26（20.6）
一条校教職員の研修の受け入れ 22（17.5）
行政へのスタッフの出向 10（ 7.9）
表14　行政参画の状況
校数（％）
官民の連携協議会への参加 37（29.4）
事業委託・指定管理者の受託 13（10.3）
補助金・助成金の受託 34（27.0）
公共施設利用料の補助の受託 33（26.2）
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26.2％である。全ての項目において30％を切っ
ており、行政との連携が進んでいるとは言い難
い。また、質問紙設計における不備であったが、
福祉などの教育行政以外の事業についての回答
と思われるケースも数含まれてしまっている可
能性が高い。
3.3. 連携と活動状況の関連
　次に、オルタナティブスクールと学校教育の
連携の程度とオルタナティブスクールの活動状
況の関連ついて分析を行う。連携のあり方は複
雑な文脈の中にあり、それに関連するものとし
ては様々な要素が考えられるが、本稿はオルタ
ナティブスクール側の要素を分析する。その際
に本稿が想定する仮説は、学校教育に親和的な
理念を掲げたり教育内容を実践しているオルタ
ナティブスクールが学校教育と連携している傾
向にある、というものである。
　関連を分析する変数は、オルタナティブスク
ールの活動状況として、「学校復帰」と「進学」
に関する「理念」（表 5 ）、「教育内容の学習指
導要領への対応」を示す主要 5 教科の対応状況
と教員免許保持スタッフの有無（表 9 ）、「資源」
の多寡を示すスタッフ 1 人あたりの利用者数
（表 7 ）を設定する。もう一方に連携の結果と
して、利用者への在籍校からの対応の 5 項目
（出席日数認定、実習用通学定期券適用、教科
書受取、健康診断受診、義務教育違反指摘）が
なされている利用者の割合を設定する。
　調査対象の説明の際に述べたが、本稿が用い
るデータは、研究対象が社会制度上周辺的な位
置づけにあるがゆえに母集団の特定が不可能で
あり、今回の調査対象のリスト作成も無作為抽
出法を用いてないので統計的な検定は行わな
い。
3.3.1. オルタナティブスクールの理念
　表15はオルタナティブスクールの理念ごと
の、在籍校からの対応がなされている利用者の
割合を示したものである。それぞれのカテゴリ
ーごとの平均値を記している。理念は「学校復
帰」に関するスタンスと「進学」に関するスタ
ンスそれぞれの 3 分類である。
　「学校復帰」に関するスタンスを見ると、「本
人が希望すれば学校復帰を支援」するスクール
と「学校復帰にとらわれない活動」をするスク
ールの間に大きな差は現れていない。「学校復
帰を指導」するスクールは、他の 2 カテゴリー
表15　オルタナティブスクールの理念×在籍校の対応
出席日認定上
利用者割合＊＊
実習用通学定期適
用利用者割合＊＊
教科書受取
利用者割合＊
健康診断受ける
利用者割合＊
就学義務違反懸念・
指摘利用者割合＊「学校復帰」 への
スタンス
学校復帰を指導 98.9 22.2 74.7 100.0 0.0
本人が希望すれば
学校復帰を支援
86.2 76.7 73.4 24.5 3.0
学校復帰に
とらわれない活動
83.3 75.9 72.7 28.8 4.8
「進学」 への
スタンス
進学できるように
指導
88.8 77.5 100.0 64.5 1.4
本人が希望すれば
進学できるよう支援
84.4 73.9 70.2 26.3 3.3
進学にとらわれない
活動
89.4 68.9 57.9 18.5 7.2
＊分母義務教育年齢利用者数　＊＊分母申請者数 ％
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と比較して、実習用通学定期券適用利用者割合
が低く、健康診断受診利用者割合が高くなって
いる。ただ「学校復帰を指導」すると回答した
スクールは 6 校（4.9％）と少数であり、平均
値から捉えるには注意が必要である。
　「進学」に関するスタンスを見ると、「進学」
に力を入れるスクールほど「教科書受取利用者
割合」と「健康診断受診割合」は高くなる傾向
がある。それ以外の項目は、大きな差が現れて
いるとは言えない。
　差は大きいとは言えないが、「学校復帰」も
「進学」もそれぞれ相対化した実践を行うスク
ールほど就学義務違反指摘利用者割合が高い数
字を出している。
3.3.2. 教育内容の学習指導要領への対応
　主要 5 教科のうちの学習指導要領対応教科数
ならびに教員免許保持スタッフの有無それぞれ
の在籍校からの対応割合の平均値を示したのが
表16である。学習指導要領に対応した教育を行
なっていないスクールの教科書受取利用者割合
が低い点が現れている。これは教科に対応する
活動をしないので利用者が教科書を必要としな
い結果と考えられる。それ以外に学習指導要領
対応教科数が大きな影響を与えている項目は見
受けられない。また差は決して大きくないが、
学習指導要領対応教科数が少ないスクールほど
就学義務違反指摘利用者割合が高いという数字
は出ている。
　教員免許保持スタッフの有無を見ると、いる
と答えたオルタナティブスクールの方が、教科
書受取と健康診断受診の利用者割合が低く、就
学義務違反指摘利用者割合が高い。素朴な感覚
からすると逆の関連を表しているが、本調査の
分析ではこれ以上の解明は難しい。
3.3.3. オルタナティブスクールが有する資源
　スタッフ 1 人あたりの利用者数と、一条校か
らの対応を受けている利用者割合の相関係数を
示したのが表17である。ほとんどの相関係数の
絶対値が0.2を切っており、ほぼ相関は見られ
ないと言えるだろう。
4 ．考察
　オルタナティブスクールの利用者に対する在
籍校からの対応については、出席日数認定や実
習用通学定期適用については概ね連携が取れて
いると言えるだろう。しかし、出席日数が認定
されている人数の義務教育年齢全員における割
合を見ると、約半数しか認定されていないとい
う課題がある。確かに保護者や本人が望まない
なら必要は無いのであろうが、必要でありなが
らも学校と距離を取りたい/取らざるを得ない
ために申請ができないケースもあり得ることは
考慮しておかなければならないだろう。そして
何より、彼ら彼女らは教育を受ける権利を保障
されていない状況にあるとの指摘が当てはま
る。現状の日本の義務教育制度は教育を受ける
表16　オルタナティブスクールの学習指導要領への対応×在籍校の対応
出席日数
認定利用者
割合＊＊
実習用
通学定期適用
利用者割合＊＊
教科書受取
利用者割合＊
健康診断
受ける
利用者割合＊
就学義務違反
懸念・指摘
利用者割合＊
学習指導要領対応教科数
（主要 5 教科）
5 教科 88.7 76.1 78.9 44.7 1.4
1 ～ 4 教科 86.0 75.4 87.6 16.7 3.6
0 教科 82.3 70.4 59.2 23.7 5.9
教員免許保持スタッフ有無
い　る 86.9 75.0 71.0 25.7 4.2
いない 82.0 70.4 75.9 41.2 2.3
＊分母義務教育年齢利用者数　＊＊分母申請者数 ％
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権利の保障を一条校への就学によってのみ保障
されているため、オルタナティブスクールでど
んな学びや活動を経験していようが、在籍校の
出席日数が無いということは、その児童生徒の
教育を受ける権利が制度上保障されていないこ
とである。また、保護者に就学義務違反の懸念
が出されたり指摘されたりした利用者が4.7％
存在する。確かに少ないケースではあるが、連
携とは程遠い状況にある当事者や保護者が存在
するという事実にも向き合わなければならな
い。もちろんこの数字の背後には、「就学義務
違反」にすらならない日本国籍を有しない利用
者や保護者などの存在がある。本項の分析では
そこに十分に向き合えておらず、研究上の課題
としなければならない。
　そして、 3 節の中で既に少し述べたが、 1 つ
のオルタナティブスクールの利用者の中に、在
籍校からの対応に差が生じているスクールがそ
れなりの割合存在していることが明らかになっ
た。同じオルタナティブスクールで学んだり何
らかの活動をしていても、在籍校からの対応に
格差が生じているという事実がある。
　教育を受ける権利の保障に向けての連携の達
成度合について、オルタナティブスクールの活
動のあり方との関連を分析したが、理念、学習
指導要領への対応状況、保持する資源どの変数
においても、明確で大きな関連は見られなかっ
た。また、先行研究で述べられているような、
連携をするにあたってオルタナティブスクール
が学校教育に接近しているという側面も確認で
きなかった。もっとも、本調査は通時的なデー
タを分析したものではないので、厳密にいえ
ば、オルタナティブスクールの学校への接近と
呼ばれる現象を検証することはできていない。
しかし、共時的に検討した場合、学校的な理念
や教育内容のオルタナティブスクールであるほ
ど連携が行われているという仮説を支持する結
果も出ていないことは事実である。
　ここからわかることは、オルタナティブスク
ール側の特徴や実績によって在籍校との連携が
推進されるわけではないということである。換
言すれば連携の実現とそれによる子どもの教育
を受ける権利の保障は、ケースごとに恣意的、
あるいは偶発的なままに止まっている可能性が
高いことが推測できる。
5 ．結び
　最後に、学校教育とオルタナティブスクール
の連携の現状における特に大きな課題として、
一つのオルタナティブスクール内での利用者の
権利保障における格差を改めて取り上げてお
く。一つのスクール内で利用者によって在籍校
からの扱いに差が生じているスクールがそれな
りの校数存在していること、そして利用者に対
表17　オルタナティブスクールの保持資源×在籍校の対応
出席日数
計上利用者
割合＊＊
実習用
通学定期適用
利用者割合＊＊
教科書
受け取る
利用者割合＊
健康診断
受けている
利用者割合＊
就学義務違反
懸念・指摘
利用者割合＊
有給常勤スタッフ 1 人あたりの
利用者数
0.191 0.125 －0.006 －0.08 －0.109
有給常勤非常勤スタッフ 1 人あ
たりの利用者数
0.159 0.026 －0.144 －0.203 －0.042
ボランティアも含むスタッフ 1
人あたりの利用者数
0.185 0.089 －0.147 －0.178 －0.091
＊分母義務教育年齢利用者数　＊＊分母申請者数 相関係数
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する在籍校からの対応状況とオルタナティブス
クールの活動状況の関連は大きくは見られない
ということから、利用者の学習や活動の状況以
外の要素が在籍校の対応と関連していると推察
できる。
　筆者は、オルタナティブスクールでのフィー
ルドワークを通じて現場の実践に関わってきた
が、スタッフや運営者の間では、利用者の在籍
校の校長や自治体によって対応が異なるという
ことが認識されている。ほとんどのオルタナテ
ィブスクールにはそもそも校区という概念が無
いので、複数の自治体から利用者が通ってくる
ということは一般的である。自治体の教育委員
会等の方針によって対応に差が生じていると考
えられるだろう。また、文部（科学）省の通知
では、指導要録上の出席扱いや実習用通学定乗
車券の適用の可否は在籍校の校長が判断すると
記されている。すなわち、在籍校の校長や管轄
する教育委員会の判断によって、たとえ同じオ
ルタナティブスクールで一緒に活動していて
も、利用者の間に制度上の格差が引き起こされ
ているといえよう。
　また、本稿では連携が達成されているかを実
証分析したが、連携に関する規範的な議論も必
要である。本稿の分析に関して言うと、オルタ
ナティブスクールでの活動を在籍校の出席日数
と認定するということが制度上意味することを
批判的に捉える必要がある。日本国憲法第26条
第 2 項は「義務教育は、これを無償とする」と
定めている。しかし、表14で明らかにしたよう
に、オルタナティブの多くは公的な財政補助を
得ていない。オルタナティブスクールの利用者
のほとんどは会費や活動費・授業料を自己負担
している。利用者の自己負担の教育学習活動
を、義務教育段階の一条校の出席日数とみなす
ことは、義務教育が有償となっている事態であ
ると言えよう。教育を受ける権利の保障という
観点から捉えれば、オルタナティブスクールへ
の財政支援が乏しいという現状がはらむ課題が
明らかになる。
　その一方で、分析には含めなかったが、公教
育との連携を望むかという質問に「どちらとも
言えない」と回答したスクールが31.7%あった。
これを踏まえるならば、学習者である子ども・
若者の権利保障という観点から、連携をただ進
めるのではなく、その在り方自体を問い直し続
ける必要がある。
　調査における課題を指摘しておくと以下のこ
とがあげられる。オルタナティブスクールやフ
リースクールは、明確な定義もなくフォーマル
に制度化されておらず、そもそも母集団を特定
することすら不可能である。そのような対象に
行なった量的調査という限界を踏まえて検討を
進める必要がある。また、本稿の分析では、連
携と関連する要素について、オルタナティブス
クール側の要素の一部しか扱えていない。考察
を進めるにあたり、在籍校や教育委員会側の要
素も影響を与えているのではないかと指摘し
た。今後は、学校教育の側への調査とその結果
も用いて分析を進めたい。
　そして、連携をすることあるいはしないこと
がオルタナティブスクールの実践や理念そして
利用者の状況にどのような影響を与えるのかを
明らかにすることが必要とされるであろう。も
ちろんその際には、あるケースにできる限り接
近して質的に分析することも重要である。しか
しそれだけでなく、社会や教育制度の一要素と
してオルタナティブスクールが存在するという
事実を鑑みるならば、おそらくは利用者の社会
経済的・家庭的背景の多様化もすすんでいると
推測される。広く量的に調査・分析すること
は、スクールの多様性や利用者の置かれている
状況の多様性など、対象の性質上困難ではある
のだが、取り組まなければならない課題であ
り、今度さらに進めていく必要があると考え
る。
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　オルタナティブスクールの利用者、とりわけ
子どもにとって、在籍校との連携は切実な問題
である。「教育機会確保法」の制定によって、
オルタナティブスクールと学校教育との連携は
社会政策的な課題となっているわけだが、今後
さらに調査研究をおこなう際に「誰」にとって
メリットのある連携であるのか、学校教育の
「外」に居ることから周辺化を余儀なくさせら
れている人々への視点を欠くことはできない。
本稿が、オルタナティブスクールを利用者する
人々を含め、全ての様々な学習者の教育を受け
る権利、学習権の保障という観点から、公教育
制度の現状を批判的に捉え直す契機となること
を望む。
注
（ 1 ） 1992年の文部省通知「登校拒否問題への
対応について」の別記「登校拒否児童生
徒が学校外の公的機関や民間施設におい
て相談・指導を受けている場合の指導要
録上の出欠の取扱いについて」では、出
席日数の認定の要件について以下のよう
に記されている。「登校拒否児童生徒が学
校外の施設において相談・指導を受ける
とき、左記の要件を満たすとともに、当
該施設への通所又は入所が学校への復帰
を前提とし、かつ、登校拒否児童生徒の
自立を助けるうえで有効・適切であると
判断される場合に、校長は指導要録上出
席扱いとすることができる。」この別記は、
「登校拒否児童生徒」を「不登校児童生徒」
と読み替えた形で同じ内容で、2016年の
文部科学省通知「不登校児童生徒への支
援の在り方について」でも記されている。
しかし、フリースクールの活動現場での
筆者の関わりから見えてきたことは、校
長に認定を依頼すると「教育委員会の方
針がある」と返され、教育委員会の担当
者からは「校長裁量である」と返される
ケースが珍しくないということである。
（ 2 ） オルタナティブスクールによる立法活動
などの運動の展開は、運動の中心人物で
ある奥地（2017）が、自身による振り返
りという位置付けであるがまとめてある。
（ 3 ） 利用者の学籍が置かれる一条校を「在籍
校」と表記する
（ 4 ） 連携のプロセスとしてフリースクールへ
の通学定期券制度の準用をめぐるフリー
スクール関係者と政府・行政とのやり取
りとして田中（2018）の分析がある。
（ 5 ） 学校教育法第 1 条で定められる学校を「一
条校」と表記する。
（ 6 ） 『文部科学統計要覧（平成30年版）』より。
（ 7 ） オルタナティブスクールに通う経路や通
う日数によっては定期券は必要ではない
ので、分母は申請者のみを記す。
（ 8 ） 学校教育法第16条ならびに第17条によっ
て、保護者は子女をその年齢に応じて小
学校段階ならびに中学校段階の一条校に
就学させる義務を負わされている。これ
を「就学義務」と呼ぶ。同法18条により
子女が就学猶予または免除とならなけれ
ば、同法第144条により子を一条校に就学
させない保護者は義務履行の督促を受け、
それでも履行しなければ10万円以下の罰
金となる。これを「就学義務違反」と呼ぶ。
文部科学省はwebサイト「小・中学校へ
の就学について」において「インターナ
ショナルスクール又はいわゆるフリース
クールなどへの就学については現行制度
では学校教育法第 1 条に定める学校への
就学とは異なり、就学義務を履行してい
ることにはなりません。」と明記している
（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
shugaku/index.htm 2019/01/07最終アク
－84－
セス）。しかし「不登校」は学校を欠席す
る「正当な事由」の範疇に入り、義務履
行の督促は出されないとの認識も文部科
学省は示している（「現行の就学義務履行
の督促の仕組み」http://www.mext.go.jp/
b_menu/shingi/chukyo/chukyo 3 /
siryo/06070415/003.htm 2019/01/07最終
アクセス）。ここにも在籍校の校長や教育
委員会の裁量に左右される余地が発生し
ている。
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